
労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

労災疾病等10分野医学研究とは

労災病院グループのスケールメリットを活かし産業保健関係者と

のネットワークを活用しながら、蓄積された多数の労災疾病等に

係る臨床データや疾病と職業の関連性に係る情報を活用して

1産業活動に伴い、依然として多くの労働災害が発生している疾病
2産業構造・職場環境の変化に伴い勤労者の新たな健康問題とし
て社会問題化している疾病

3労災病院が現に所有している豊富な知見、スタッフ、設備等を活
用し主導的な役割を果たすことが求められている分野
4民間医療機関では採算性等の観点から的確な対応が困難な分野

について、早期診断法 8予防法等の研究・開発、普及を行う
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データ活用ツール

評価の視点

中期目標期間中に、日本職業・災害医学会等関係学会において、13分野研
究。開発テーマに関し、分野ごとに国外2件以上、国内10件以上の学会発表を
行うこと。

評価の視点

医療機関を対象としたモデル医療情報、事業者や勤労者を対象としたモデル予
防法情報などを掲載したデータ・ベース(ホームページ)のアクセス件数を中期
目標期間の最終年度において20万件以上得ること。【H21年度計画:13.1万件以上】

ホームページアクセス件数(H21年度)

270,204件

13分野研究テーマ別ホームページ訪間数内訳

①職桑性外傷

②せき髄損傷

③感覚器障害

④物理的園子による疾患

⑤筋・骨格系疾患

⑤振動障害

⑦産業中毒

③粉じん等による呼吸器疾患

⑨脳・心籠疾患(過労死)

⑩動労者のメンタルヘルス

⑩働く女性のためのメディカル・ケア

⑫聴嬌復帰のためのリハビリテーション

⑬アスベスト関連疾患

21%

ドメイン別ホームページ訪問者内訳
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《労災疾病等13分野研究普及サイトhttpノ /www.research1 2jp/》 ※研究報告の詳細は、「労災疾病」と検索すれば御覧になれます。  1籍匹舜訂「
‐~~1国
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労災疾病等に係る研究 。開発及びその成果の普及の推進

第 1期
(16年度～20年度)

22年度 ～ 25年 度
研究開発計画策定・第1期成果の普及        計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及

13分野
医学研究

03感覚器障害

労基則別表の疾病

分類を基に13の研

究分野を創設

第2期で取り組む重点項目を立て新たな勤労者医療の確立を目指す

職場における

メンタルヘルス
過労死産業中毒

疾病の治療と

就労の両立支援

アスベスト

関連疾患

早期職場復帰・疾病

の治療と就労との両

立のための研究

●早期職場復帰の促進と

疾病の治療と就労との

両立のための主治医と

職場との協力体制の確
立

●就労継続のための低侵

襲手術法の開発

●就労と治療の両立支援

にかかる社会的効用と

コストパフォーマンス測

定の研究

うつ病等の客観的診断

法口職場における心理・

社会的要因の客観的評

価法の研究

●脳血流量、ホルモン分泌

量測 定による疲労度やう
つ病等の客観的診断法の

研究

●うつ病、腰痛、脳・心臓発

作の原因となつている「働

きがい」などの心理・社会

的要因の客観的診断法

の開発
●心理。社会的要因と器質
的変化との比較検討

新たな労災疾病の早期診断口治療法の研究

● アスベスト関連疾患の ,:

発症前診断法の開発  `:

● 新たな粉じん (超硬合 :
金 )によるじん肺の病

態解明       :

●産業中毒・職業性皮

膚疾患データベース

の構築

過労死の機序を解明

するための研究

●長時間労働がメタボ

リックシンドロームを引

き起こす機序の研究

●長時間労働が、食事、

運動、ストレスに与え

る影響の検討
10メンタルヘルス

12リハビリテーション

海外で働く日本人の健康管理対策由海外への高度労災医療の伝承 (特にアジア諸国)

●MENttAL‐ ROSAlを活用した海外で勤務する日本人労働者のメンタルヘルスチエック

●上海で働く日本人労働者の過労死防止のための日中共同研究

●アスベスト関連疾患・じん肺の早期診断、治療法の伝承



第 1期 (16年度～20年度)

1)岸本卓巳 :「アスペスト曝露によって発生する中皮腫等の診断。治療。予防法の研究。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉
機構、アスペスト関連疾患研究センター、2008.

2)lnfrequent existence of simian virus 40 1a"ge T antigen ONA in malignant mesothe!ioma in Japan.Cancer sc1 97:292-295,2006

3)lnvolvement oflL-10 and Bc卜 2 in resistance against an asbestos― induced apOptosis of T‐ ce‖ s.Apoptosis ll:1825‐ 1835,2006

4)Heterogeneous nuclear ribonuc!eoprotein 31 expression in malignant rnesothelioma,Cancer Sci 97:1175-1181,2006

5)Expression of the T ce‖ receptor Vβ  repertoire in a human T ce‖ resistant to asbestos‐ induced apoptosis and peripheral blood T ce‖ from patients

with s‖ ica and asbestos‐ reiated diseases.lnt J!mmunopathol Pharmacol.19:795‐ 805,2006.

6)Aberrant promoter methylation ofinsu!in‐ like growth factor binding protein‐ 3 gene in human cancers.lntJ Cancer 120:566‐ 573′ 2007

7)Frequent p16 inactivation by homo2ygOuS de:etion or Fnethγ lation is associated with a poor prognosis in Japanese patients with pleural

mesothelioma. Lung cancer 62:120‐ 125,2008.

8)Aberrant promoter hypermethylation in serum DNA from patients with s‖ icosis.Carcinogenesis 29:184S-1849,2008.

9)Accuracy of patho!ogica!diagnosis of rnesotheloma cases in Japan.Clinicopatho!ogical analysis of 382 cases.Lung cancer 66:191‐ 197,2009.

10)Epigenetic profiies distinguish malignant pleural rnesothe‖ oma from lung adenocarcinoma.Cancer Res.69:9073-9082,2009

11)C:inicalstudv of asbestos‐ re!ated lung cance『 in Japan with special reference to occupational history Cancer Sci.101:1194‐ 1198′ 2010.

■器■ 林朝亡器縦罵ir:∬群:::■1鷺1:111:」::r:紺
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SЦ,V

178日

読売新聞「アスベスト肺がん 問われる診断技術」 2009年5月 17日

労災疾病等に係る研究 。開発及びその成果の普及の推進

〔分野名〕

13アスベスト関連疾患

〔センター病院〕

岡山労災病院

平成17年6月 、アスベストばく露の問題が大きな社会問題となる。
全国2フの労災病院での中皮腫の自験例について調査を開始。胸

膜、腹膜、心膜、精巣鞘膜の中皮腫221例について、我が国の中
皮腫の臨床像を明らかにし、さらに、職業性石綿ぼく露率が労災病

院で実施してきた「職業歴調査」から、欧米並の84.1%であることを
示した。

また、胸膜肺全摘術後の化学療法を行つた患者の生存状況から、

化学療法併用の有効性が明らかとなつた。

今後の問題点として、

① 根治手術可能なStage l十 Stage llの発見率が29.6%と低いこ
とが判明。70%が手遅れの状態で発見されている現実が明らか

となる。 →早期発見が唯一の延命策

② 石綿ばく露から中皮腫発症までの潜伏期間が約20～40年で
あること、我が国の石綿輸入量のピークは1970～ 1990年である
ことから、アスベスト関連疾患の発症におびえる多くの対象者ベ

の健診、治療体制の確立が急務となっている。

中皮腫等アスベス

ト関連疾患の早期

診断に関する研究

第2期の研究テーマ

中皮腫等のアスベスト関連疾患の救命率の向上を目指した
早期診断、予防法、治療法に係る研究・開発、普及

アスベスト関連疾患の患者の病理組織を遺伝子解析す
ることによる発症前診断法の開発

中皮腫に対する手術療法、化学療法、放射線療法などを
組み合わせた標準的治療法の確立

発症前診断を可能にする中皮腫の遺伝子

既に、中皮腫に発現している遺伝子 (NIttR4)を

発見し、診断マーカーの開発研究に着手

2
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労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

‐     22年 度  ～  25年 度
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第 1期 (16年度～20年度)

「じん肺」は、過去の病気と考えられやすいが、決してそうではなく、

「粉じん」がこの世に存在する限り、発生してくる疾病である。最近、

問題化しているものとして、

i)溶接作業  ii)歯科技エ
によるものがあり、今後大きな問題となる粉じんとして、超硬合金が

考えられている。

啓発活動として、職業別に最近のじん肺症例をまとめた「画像で診

る今日の職業別じん肺症例選集J及び実地医家向けに易しく解説し

た「画像で診る今日のじん肺症例選集」を作成した。

最近、我が国の「じん肺J患者に『肺がんJの合併例が増加している

が、既に肺にじん肺の複雑な陰影が存在するために、肺がんの所見

が新たに加わっても診断が困難で、見逃しているケースが多い。この

ような症例に対応するため、「経時サブトラクション法」を確立した。2
枚の胸部レントゲン写真を、コンピュ→ ―を用いて、引き算した写真

を作成することにより、この間に発生した新たな所見を容易に発見で

きる利点力`ある。

じん肺に合併した肺

がんの早期診断法の

研究

〔分野名〕
8粉じん等による呼吸器疾患

〔センター病院〕

北海道中央労災病院

①

②

③

④

第2期の研究テーマ

じん肺に合併した肺がんのモデル診断法の研究

じん肺合併症の現状と客観的評価法に係る研究

じん肺の労災認定に係る研究

新たな粉じん(例 :チタン、タングステンなどからなる
超硬合金によるもの)により発症するじん肺の実態調

査に係る研究

デジタル画像によるじん肺標準写真の作成、普及

「じん肺Jに関する豊富な知見を「じん肺」問題が懸念

されるアジア諸国へ伝承するための共同研究

モンゴル政府より協力要請

平成22年 8月 主任研究者らが診断技術を伝承
するため訪間予定

⑤

⑥

1)「じん肺に合併した肺がんのモデル診断法の研究。開発、普及」研究報告書、独立行政

法人労働者健康福祉機構、職葉性呼吸器疾患研究センター、2008

2)画像で診る今日の職業別じん肺症例選集、独立行政法人労働者健康福祉機構、2∞7

3)冊子、診断精度を向上させた新しい画像診断法の開発-1.CT3次元表示法による胸膜
プラークの画期的診断法 2.経時サブトラクシヨン法によるじん肺合併肺がんの診断法

一、独立行政法人労働者健康福祉機構、職業性呼吸器疾患研究センター、2007

4)石綿関連疾患における胸膜プラークのCT画像を用いた3D表示の試み、日本職業・災

害医学会会議 55:49・54、 2007

5)Comparison of MET― PET and FDG‐ PET for difFerentiation between benign:esion and lung

cancer in pneumoconiosis.Ann Nucl Med 21:331-337、 2007

6)画像で診る今日のじん肺症例選集、独立行政法人労働者健康福祉機構、2008

7)冊子、新たな画像診断法 経時サブトラクシヨン法、独立行政法人労働者健康福祉機構

2008

8)13分野研究「粉じん等における呼吸器疾患」―経時サブトラクション法の有用性に関す
る研究―、日本職業・災害医学会会議 56:179-186、 2008

9)冊子、新たな画像診断法 胸膜プラークの胸膜3D表示、独立行政法人労働者健康福
祉機構、2008

10)冊子、新たな画像診断法 じん肺におけるFDG、 MET― PETの研究、2∞8
11)労働者健康福祉機構13分野研究「粉じん等における呼吸器疾患」現行のじん肺肺がん

の診断法の有効性の研究、日本職葉。災害医学会会誌 5■147-151、 2009

12)じん肺症における呼気中―酸化窒素濃度の検討、日本職業・災害医学会会議 57304-

307、 2009

13)じん肺合併症「続発性気管支炎」に対する鑑別診断について、日本職業・災害医学会

会議57:246‐ 250、 2009

14)最近のじん肺検診の問題点、産業医学ジャーナル 338086、 2010
(北海道中央労災病院2010年症例)
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木村清延 :「じん肺関係法令と労災補償」第36回地方じん肺診査医研修会、川崎市、2010年 1月 14日～15日

木村清延 :「じん肺に関連する諸問題(特に合併症を中心に)」 中央環境審議会環境保健部会石綿健康被害救済小委員会(第 3回 )、 東京、2010年 1月 22日    他 14件



労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

研究開発計画策定・第 1
第 1期 (16年度～20年度)

1)「職集性皮膚障害の外的因子の特定に係る的確な診療法の研究・開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康

福祉機構、勤労者物理的因子疾患研究センター、2008

2)冊子、理・美容師の職業性接触皮膚炎―宮城県における理・美容師についてのフィールドワークからの報告(第 2報 )一、

独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者物理的因子疾患研究センター、2008

3)理・美容師の手あれ予防ガイドブック、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者物理的因子疾患研究センター、2009

4)理美容師の職業性接触皮膚炎、VisuJ Dermatdogy 8:498‐500、 2009

5)理美容師の職集性接触皮膚炎におけるパッチテスト成績、皮膚病診療 31:1335‐ 1341、 2009

6)職業性皮膚疾患の症状、日本医事新報 4458:65‐ 68、 2009
7)職業性皮膚炎の臨床と原因抗原、アレルギー・免疫 16:1714-1719、 2009

8)職業性皮膚疾患NAV:(皮膚科医のための臨床トピックス)、 臨床皮膚科 63:131-134、 2009
9)「職業性皮膚疾患NAVI」こよる登録と利用、MontHy BoOk Derma 154:60‐ 65、 2009

10)「有害物質とたんぱく質との因果関係を明らかにすることによる、迅速・効率的な診断法の研究・開発、普及」及び「シック
ハウス症候群の臨床研究。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、産業中毒研究センター、2008

11)リーフレット:産業中毒化学物質情報、独立行政法人労働者健康福祉機構、2008

資料04-05

織茂弘志:職業性皮膚疾患NAVi第 108回日本皮膚科学会総会教育講演′
福岡市,2009年 4月 26日  他 4件

職業性皮膚疾患により離職

を余儀なくされる等の問題

を解決するための研究

産業中毒の迅速かつ効率的

な診断法にかかる研究

〔分野名〕

4高・低温、気圧、放射線等の物理
的因子による疾患

7化学物質の曝露による産業中毒

〔センター病院〕

九州労災病院

関西労災病院

① 宮城県の理・美容師の皮膚荒れ(職業性接触皮膚炎)
について調査したところ、多くの理・美容師が皮膚炎に
苦しみ、退職を余儀なくされている労働者がいることが

判明。

② パッチテストにて原因物質を調査したところ、染毛剤、
シヤンプー、パーマ液が原因となっていることが明らか

となる。使用方法改善を指導したところ
・他の製品に変更したら、手荒れが完治
・薄めて使用したところ手荒れが軽減した

との報告あり。

★ パツチテストの有用性を証明、予防ガイドブック作成。

★ 認定基準の見直しを行う専門検討会資料として使用

される。

有害化学物質についてのデータベース構築の必要性

→     第2期の研究テーマ     ト

① 原因物質の特定、診断が困難な職業性皮膚炎につい
て全国の病院、診療所の医師が、患者診療時に活用
できるデータベースの構築

② 皮膚科専門医および産業医を対象とした職業性皮膚
疾患に対する職場作業環境管理の進め方に関するガ
イドラインの作成

③ 職業性皮膚疾患の原因物質の化学的組成の分析と産
業中毒データベースの充実

::il:1・
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…
 ″ぎ1二 il:・ l LIy    ■ |II=:|■ 11:1.:て ァ́_==、 _・・

摯 僻11三二ご IIIご |ギ   
ー

① 日本で皮膚科専門医療に従事する医師約1万人の
うち、約5,000人 が登録し、活用

② さらに、職業性皮膚疾患の原因物質の化学的組成
については、産業中毒分野で検討し分析して、産業中
毒データベースとして登録

… 23 -



労災疾病等に係る研究・開発肇びその成果の普及の推進
資料04-06   1

第 1期 (16年度～20年度)

振動障害の客観

的な診断法の確

立のための研究

[分野名]

6振動障害

[センター病院]

山陰労災病院

⇒ 第
2期 :ゝ_    =ノ 国も    22年 度 ～  25年 度
研究開発計画策定・第1期成果の普及   計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及

第2期の研究テーマ

頚部脊髄症、頚椎性神経根症、絞拒性神経根症、糖尿病がFSBP%値に
及ぼす影響に関する研究

2振動障害の末梢神経障害の客観的評価法に係る研究

※FSBP%法 とは :
指血流を5分間違断中に、10℃で測定指だけを冷却し、

冷却直後の、Finger Systollc Blood Pressu嵯 測定し、

対熙指 (母指)の変化を参照し、変化率(%)を求める方法。

①客観的な診断法としてのFSBP%法
を開発した。
②高齢労働者に対するFSBP%法指標
の検討が必要。

③加齢に伴う疾患との鑑別法を確立す

る必要がある。

年代別にみたFS8P%値

κ
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飢

1)「振動障害のより迅速的確な診断法の研究。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、振動障害研究センター、2007.

2)冊子、振動障害による末梢循環障害の他覚的評価法としてのFSBP%(日 ngerSystdic Blood Pressure%)一 振動障害の客観的診断法の確立を目指して一、独立行政法人労働者健康福祉

機構、振動障害研究センター、2008.

3)須那吉郎、藤原豊、本間浩樹、梁井俊郎、豊永敏宏、本戸健司、池田天史、橋口浩一、黒沢洋一:末梢循環障害の他覚的評価法としての局所冷却による指動脈血圧の変化の測定、日本職

業・災害医学会会誌 56:13‐ 27、 2008.

4)Mu!ticenterstudY On finger systo‖ c biood pressure test for diagnosis of vibration― induced white finger.lnt Arch Occup Environ Hea!th 8::639‐ 644、 2008.

5)Simu!taneous obseⅣ ation ofzero‐ value of FSBP96 and Raynaudis phenomenon during cold provocationin vibration syndrome.J Occup Health 50:75-78、 2008.

「

~ 
鵬 吉飢 振動障害の病争 検査力 評価の問題点および診断票の見九福井労働局講零亀

福井記
"∞ "L基

日

~I   

〕
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第 1期 (16年度～20年度)

1)「勤労者におけるメンタルヘルス不全と職場環境との関連の研究及び予防・治療法の研究・開発、普及」研究報告

書、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者メンタルヘルス研究センター、2008
2)冊子、脳血流"mTc_ECD SPECTa用 いたうつ病像の客観的評価法の研究開発―脳の画像によるうつ病像の客観
的評価法の開発―(第 2報 )、 独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者メンタルヘルス研究センター、2008
3)冊子、インターネッHこよるメンタルヘルス・チエックと精神保健指導の有用性に関する実証的研究=多

忙な労働者

が、いつでも、どこからでも利用可能なシステムの確立(第2報 )一、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者

_メンタルヘルス研究センター、2008
4)脳血流"mTc_ECDSPECrを用いたうつ病像の客観的評価、日本職業

・災害医学会会議56:122‐ 127、 2008
5)冊子、働く人のうつ、疲労と脳血流の変化―画像で見る うつ、疲労の客観的評価― 保健文化社、2009
6)産業医に役立つ最新の研究報告 うつ病の客観的診断は可能か―脳血流SPECTa用 いた検討から一、産業医学

ジヤープリレ32:94‐ 101、 2009
7)労働者健康福祉機構が進める労災疾病13分野研究「勤労者のメンタルヘルス」分野の研究・開発、普及事業に

ついて、産業精神保健17:290‐295、 2009

資料04-07

小山文彦 :「メタボに効くストレス解消」

香川県主催、平成21年度心の健康講座、2009年 3月 11日
山本晴義 :「メンタルタフネスー激変する環境に負けない心と身体―」
日本生産性本部職場活力向上セミナー、東京都、
7月 22日  他 89件

労災疾病等に係る研究 0開発及びその成果の普及の推進

尋ヨ7事の集積、端扮√轟蕩、普及

職場におけるメンタル不金

予防に関する研究

〔分野名〕

10勤労者のメンタルヘルス

〔センター病院〕

横浜労災病院

〔センター病院〕

香川労災病院

1脳血流の変化を画像で描写するSPECTを用いた「抑うつ」
「疲労感」の客観的評価法を確立した。

うつ病期には脳血流が低下し、寛解期には回復することを

明らかとしたことにより、日常診療において、うつ病期と寛解

期の鑑別診断が可能となつた。

さらにうつ病等による自殺予防を図るため、うつ病の早期

発見を可能とする客観的診断法を確立する必要がある。

2インターネットを用いた勤労者のためのメンタルヘルスチェ
ックシステム MENTAL‐ ROSA!を開発した。MENTALROSA:は
いつでも、どこからでも利用可能なため、うつ病のスクリーニ

ングテストとして有用なことが解明された。

このMENTAL‐ ROSA:を用いた、職場における心理・社会的要
因とうつ病との関連について詳細に検討する。

SPECrや唾液中ホルモンを用いた、うつ病の早期発見
と自殺予防に役立つ「睡眠障害」の客観的評価法の

研究“開発

ともに前頭葉に

血流低下が認
められる

MENTAL‐ROSA:を 用いて、
1 多数の企業を対象に、フィールドワークを行い、
勤労者のメンタルヘルスチェックに対する有用性
を証明
2職場における心理・社会的要因とうつ病との関連
を検討
3海外で働く日本人労働者のメンタルヘルスチェッ
クを施行

口
Ｈ
距
■
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労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

22年度  γ  25年 度第 1期 (16年度～20年度)

職業性腰痛へのス ト

レスの影響等に関す

る研究

〔分野名〕

5身体への過度の負担による
筋・骨格系疾患

〔センター病院〕

関東労災病院

① 約1万人を対象とした「腰痛」についての日本初の職場における大規模コ

ホート調査を実施した結果、6%の労働者が、仕事に支障をきたす腰痛あり
との実態が明らかとなつた。

② 仕事と腰痛の関連を検討してみると、

i)作業姿勢 :力仕事、不自然な姿勢、立ち仕事、車輌運転の順に有意な関連。

ii)作業動作:持ち上げ、下し、腰の捻り、前かがみ、平行移動、押し、引き、運

びの順に有意な関連。

ili)作業環境:蒸し暑い、狭く窮屈、足場が不安定、照明が暗い、段差、障害物

が多い、寒い、音や声がうるさい、揺れや振動などと有意な関連。

これらに加えて

Ⅳ)自党的な身体負担度、職場環境によるストレス、働きがい、主観的な仕事の

適正度、仕事のコントロール度、心理的な仕事の量・質の負担、などの心理Ⅲ

社会的要因が腰痛に関与していることが判明。

従来言われている、作業姿勢、動作、環境に加えて、今回新たに、心理。社会

的要因の存在が実証されたことから、心理・社会的要因による腰痛の客観的評

価法を確立する必要がある。

第2期の研究テTマ

① 脳のSPECT、 PETなど画像診断法を用いた職
場の心理・社会的要因による職業性腰痛の客
観的診断法を確立、脳の血流、脳内神経伝達

物質の状況から、発症機序を解明

デスクワーカーおよび看護師における腰痛予

防を目的とする前向き介入研究

介護労働者を対象とした実態調査および腰痛
予防を目的とする前向き介入研究

②

③

1)「職業性腰痛、頸肩腕症候群の効果的な予防法 (再発防止を含む )、 診断法の研究・開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉

機構、勤労者筋・骨格系疾患研究センター、2∞8

2)冊子、勤労者の腰痛の実態―職場における心理・社会的要因の関与―(第2報 )、 独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者筋・骨格系疾患

研究センター、2008

3)The efficacy of prostaglandin[l der:vative in patients with:umbarsp:na:stenosis.Spine 34:115‐ 120、 2009

4)Modried fenestara● on wtth restorative spinoplastyforiumbar spina!stenosL.J NeurosurgerySpine 10:587‐ 594、 2009

5)Preva!ence and correiates of regionai pain and associated disabilityin Japanese workers.Occupationa!and Environmental Medicinein press 2010

6)ComparisOn of physicianis advice for non‐ specific acute:ow back pain in Japaneseworkers:advice to rest versus advice to stav active.

☆研究成果が専門誌等で数多く紹介されている

industrial Hea!th in press 2010

〔■慶目■爾詢讐蹴継露電製穆奮謙鶴斬驚雪鶴響肺2°°971月 28日 他14件              lビ:今日の健康 特集「腰痛に負けない」2009年 11月 9-13日放送
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労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進
資料 04-09

第 1期 (16年度～20年度)

業務 (頚椎伸展時作

業)と頚部青柱管狭
窄症との関係に関す

る研究

[分野名]

2せき髄損傷

[センター病院]

中部労災病院

⇒ 第 2期 :

研究開発計画策定・第1期成果の普及

22年度 ～   25年 度
計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及

第2期の研究テーマ

l MRI計測による日本人の腰椎形態に関する調査
研究

2非骨傷性頚髄損傷の予防法に関する研究口開発

湯川泰紹 :CeⅣica!pedicle screw nxa■ on wtth pedide aズ s

view by fluoroscopy. lnvited lecture in German

Scoliosis Center′ Bad Wildugen Germany′ June 8′

2009  4也  11 イ牛

第1期の頚椎、頚髄のMRIの検討から、

① 脊柱管前後径、脊髄前後径 → カロ齢と共に狭くなる。

② 硬膜内脊髄占拠率 → カロ齢と共に大きくなる。

(脊柱管の狭くなる割合が脊髄の小さくなる割合よりも大きい

ことにより発生)

③ 手指10秒テスト、10秒足踏みテスト→ カロ齢と共に低下する。

①～③より、今後の課題として、高齢の労働者では「頚髄の損傷が

起こりやすいこと」、「頚髄の機能が低下していること」が、明らかと

なつた。

凛0
日本人●EE■●●nX口薔■

躙1)「非骨傷性頸髄損傷の予防法と早期治療体系の確立に係る研究。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者脊椎・脊髄損傷研究センター、2008

2)冊子、非骨傷性頚髄損傷予防法と早期治療体系の確立一MRIによる日本人の頚椎・頚髄の標準値の測定、頚椎ドックに於ける新しい取り組み―(第2報 )、 労働者健康福祉
機構、勤労者脊椎・脊髄損傷研究センター、2008

3)冊子、頚椎ドックにおけるMRI計測による日本人の頚椎部脊柱管及び頚髄の標準値の設定及び日本人の正常頚椎単触 線所見-20歳から70歳までの加齢による変動一、
労働者健康福祉機構、勤労者脊椎・脊髄損傷研究センター、2009

4)';Ten second step test"as a new quantinable parameter of cervical mvelopathy.Spine 34:82-86、 2009

5)Spina:mvxopapillary ependvmoma :neuro:ogica:deterioration in patients treated with surgery.Spine 34:1619‐ 1624、 2009

6)irnage classification ofidiopathic spinel cord herniation based on symptom severity and surgical outcome:a mu:ticenter study J Neurosurg Spine ll:310-319、 2009

MRIによる頚椎、頚髄の所見
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労災疾病等に1系る研究・開発及びその成果の普及の推進

⇒ 22年度  ～第 1期 (16年度～20年度)

①女性特有の「月経痛」「更年期障害」と女性労働者のQWL
(Qua!■y of Worttng ttfe)低 下との関係を大規模臨床調査によ

り実証した。

② 女性の深夜・長時間労働が内分泌環境に及ぼす影響を調査し
たところ、夜間暗闇では上昇する血中メラトニンが、明るいとこ
ろで働いているため上昇しないことが判明した。女性の複雑な

他の内分泌機能にも影響を及ぼしていると考えられる。

③女性外来を受診した女性の疾患が、産婦人科、精神科、内科、
泌尿器科、乳腺、肛門と多分野に及び、診断された病名が15
8に達することが明らかとなつた。この結果から、女性外来担

当医師には、「総合性」が求められることが明らかとなつた。ま

た、「女性外来」を受診する働く女性の疾患が非常に多様化し

ていること及び半数以上の方がこれらの疾患の発症に職場や

家庭でのストレスが関与していると考えていることが明らかと

なつた。

資料04-10

第2期の研究テーマ■   第2期の研究テーマ   
「―ヽ

141Tιl儡 喜i5再憾葉罰貫尊iざ:
よる効果の検証           :

12深夜・長時間労働が内分泌系全体に与 :

| える影響についての詳細な検討    :
:  .‖ ぱ =,殺世 躍 艦 胤 れ脇協 =驚

13獅貸呂凛躍 聰 套満 |

14働く女性の介護ストレスの軽減、介護  :
: うつの予防法の検討         :
1_____… _… .・・・―″゙ …́…‐一～――"…………―

'

/  回答なし(5.3%)

「働く女性のための外来」受診者へのストレスの関与 n=532

星野寛美 :ヘルシーキヤリアづくリー働く女性専門外来担当

としての見えてきた働く女性の現状と課題と|↓

早稲田大学 ウーマン・キャリアクリエイト講座′
2010年 1月 15日  他 27 イ牛

働 <女性の健康 Fo5題に関す
る研究

〔分野名〕

11働く女性のためのメディカル・ケア

〔センター病院〕

和歌山労災病院

愛媛労災病院

中部労災病院

はい  ■

(584%)

1)「女性の疾患内容と就労の有無並びに労働の内容との関連についての研究。開発、普及」研究報告書、

独立行政法人労働者健康福祉機構、働く女性健康研究センター、2008.

2)冊子、月経関連障害、更年期障害が働く女性のQWLに及ぼす影響に関する調査研究、独立行政法人労働者
健康福祉機構、働く女性健康研究センター、2008.

3)冊子、女性の深夜・長時間労働が内分泌環境に及ぼす影響に関する研究一労働が女性ホルモン分泌に与え

る影響の解明を目指して(第2報 )一独立行政法人労働者健康福祉機構、働く女性健康研究センター、2008.

4)冊子、女性外来のモデル・システムの開発一女性外来に関するアンケート調査からの報告一、独立行政法人

労働者健康福祉機構、働く女性健康研究センター、2008.

5)産業における性差とメンタルヘルス、2009年度版「産業人メンタルヘルス白書」126-135、 2009

6)深夜。長時間労働が女性の内分泌環境に及ぼしている影響、産業医学ジャーナル33:40-46、 2010
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労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

、

画

‥

計捌̈ f→ 計団 こ基づ幕 零 の難 、鍋 ,分♂ 朧 、級

過重労働による健康障

害防止のための研究

〔分野名〕

9業務の過重負荷による脳・心臓
疾患 (過労死 )

〔センター病院〕 1・報昌二t19

① 勤労者 2′108名を対象に残業時間とメタボリックシンドローム発

症との関連を検討したところ、年間の残業時間が500時間を超

えると、メタポリックシンドロァム及びメタポリックシンドローム予

備群の頻度が増加することが明らかとなつた。これまでメタボ

リックシンドロームの発症には、「過食」「運動不足」「ストレス」
が関与していると考えられてきたが、「長時間労働」の関与は解

明されていなかつた。「長時間労働」とメタボリックシンドローム

との関係が解明されたことから、今後、「長時間労働」の食事、

運動、ストレスヘの影響の視点から検討を行う必要がある。

② 勤労者 3,200人を対象に、業務の「量的負荷」「質的負荷」と脳・

心臓疾患発症との因果関係を検討したところ、量的負荷である

「年休取得の状況」に加えて、質的負荷である「技能の低活用」
「仕事のコントロール状況」などの心理・社会的要因との関連が

認められた。脳。心臓疾患発症要因として、業務上の心理・社

会的要因の重要性が指摘された。

第2期の研究テーマ

長時間労働がメタポリックシンドローム発症に与える影響を尿中微
量アルブミンや唾液中ホルモンなどの客観的な指標を用いて検討し、
長時間労働がメタポリックシンドロームを引き起こす機序を解明

労働者の範囲を拡大。多業種について検討するため、労働、心理ス
トレスと脳・心臓疾患発症の関係に関する人口3万人の都市(宮城
県亘理町)をフィールドとするコホート研究

上海で働く日本人労働者の長時間労働と脳・心臓疾患発症の関連
に関する日中共同研究

過重労働が健康障害を引き起こす機序の解明に関する研究

高血圧、高血糖の指標としての尿中微量アルブミン

予備的検討から、僅かの血圧や血糖値の上昇により、尿中の微
量アルプミンが出現することを確認した。尿中微量アルプミン量を
指標とすることにより、極く初期の高血圧や糖尿病の症例の発見

を可能とする。

1)「業務の過重負荷による脳・心臓疾患の発症の実態及びその背景因子の研究。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者脳・

心臓疾患研究センター、2008

2)冊子、仕事の過重な負担による脳や心臓の病気 (過労死)の発生を防ぐために一職業性ストレスの重要性一、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者

脳・心臓疾患研究センター、2008

3)冊子、勤労者の残集時間とメタポリックシンドローム保有状況の関係についての調査研究―メタポリックシンドロームの発症要因としての長時間労働一、独

立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者脳・心臓疾患研究センター、2008

4)メタポリックシンドロームにおける幼少時の行動学的特徴と現在の食行動との関係 (」―STOP― MetS)、 糖尿病 52:93-101、 2009
5)若年勤労者における長時間労働とメタポリックシンドロームの密接な関係―労災過労死研究一、日本職業・災害医学会会誌 57:285-292、 2009

6)長時間労働がメタポリックシンドロームのリスクを増加させている一職場におけるメタポリックシンドロームの予防管理と将来展望―.産業医学ジャーナル 32
90-96,2009

7)卜ligher btthia卜ank:e puise wave vdocity as an independent nsk ttctOr for future micrOalbuminuna in patients with essentia:hypertension :the

」‐TOPP study、 Jouma!of Hyp“ ension 27:1466‐ 1471、 2009

8)3omperlsOn between car“品 morai and brachia:― ankl● pulse wave ve:oclty as measures oF arte‖ al stttess 」oumal●f Hypertension 27:2022-2027,2009

9)メタポリックシンドロームを星する動労男性の減量と聴取による身体活動量の関係性について、日本職集・災害医学会会誌、58:9-14、 2010

10)循環器疾患に潜むうつ病 DepresJon FrOnjer a57-65.2010

宗像正徳:身体科からみたうつ病:循環器疾患に潜むうつ病.第 6回 日本うつ病学会総会シンポジウム,東京都.2009年 7月 30日  他 27件
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第 1期 (16年度～20年度)

1)「職場のストレスによる網膜症に対する急性視力障害の予防・治療法の研究。開発、普及」研究報告書、独立

行政法人労働者健康福祉機構、勤労者感覚器障害研究センター、2008

2)冊子、網膜硝子体疾患による急性視力障害に対する治療法の研究開発 ―糖尿病網膜症の労働者の視カ

保持のために一(第 2報 )、 独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者感覚器障害研究センター、2008

3)糖尿病網膜症の硝子体手術前後におけるquJityoflifeの 変化 日本眼科学会雑誌、112:141‐ 147、 2008

4)糖尿病網膜症の片眼硝子体手術例における健康関連00Lへの僚眼視力への影響 臨床眼科、62:253‐ 257、
2008

5)糖尿病網膜症の治療段階と就業、あたらしい眼科、26255‐ 259、 2009

6)Severe intraocularinf:ammat:On afterintravitrea:inieCtion of bevacizumab.Ophtha:FnOiOgy l17:152‐ 156、

2010

■簾器調■恵却幸:獣認i‖1評∬驚翠甜罵習躙 rnTitteT・
2∝h Anttve“aw

第2期の研究テーマ

1就労支援のための入院期間1週間以内の低侵襲硝
子体手術法の開発とトレーニングセンター開設による

普及活動
2硝子体手術後の患者の就労状況等の追跡調査

100%

80%

60%

40%

20%

0%

低侵襲治療法  ●一般的治療法

20051「   20064F  20071「   20084F  20091F

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

研究開発計画策定・第1期成果の普及 計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及

視力障害を引き起こす可能

性のある糖尿病労働者の就

業続行に資する研究

[分野名]

3騒音、電磁波等による感覚器障害

[センター病院]

大阪労災病院

①糖尿病の労働者では、仕事に専念するため、糖尿病の
治療が十分に出来ない。そのため、視力障害が進行し

てしまい、退職を余儀なくされている。【退職率 48%】

② このような「就業と治療のジレンマ」が存在するため、「病

気の治療」と「職業生活」が共に出来ていない現実が明

らかとなる。

③ 糖尿病網膜症に対する硝子体手術が必要となるまで医

療機関での治療を受けていない労働者が多数存在す
る。【通院歴 眼科47%、 内科65%】

④ 硝子体手術を受ける場合、「1週間以内の入院期間であ
れば、休暇がとりやすく、手術が受けやすい。」
【アンケート調査結果】
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資料 04-13

第 1期 (16年度～20年度)

糖尿病又はがんに罹

患した勤労者の治療

と就労の両立を支援

するための研究

〔分野名〕
12職場復帰リハビリテーション
及び勤労者の罹患率の高い

疾病の治療と職業の両立支
援(両立支援)

〔センター病院〕
中部労災病院
東京労災病院

労災疾病等に係る研究 。開発及びその成果の普及の推進

第2期 :｀ゝ、___´ ノ → 22年度  ～  25年 度
計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及研究開発計画策定・第1期成果の普及

多くの動労者の罹患する糖尿病。がんについて、仕事を続
けながら十分な治療の出来る体制を確立する必要がある。

現在の一般的医療

現在、患者の職場の産業医と相談して

いる主治医は、47%と少なく、主治医
と職場との協力体制は確立していない

がん患者について、産業医と相談

したことがありますか?

主治医と職場との協力体制が確立すれ
ば、主治医は労働者 (患者)の病状、就
業状況を考慮した治療方針をたてること
が可能となる

主治医から産業医への治療情報の提
供制度が構築されれば活用しますか?

はい  10人
いいえ 201人

はい  128人
いいえ 27人

※ 主治医へのアンケート調査、2010年

職場

Ю鵜ｍ

第2期の研究テーマ

就労と治療の両立・職場復帰支援の研究=開発、普及

0精 尿病分野
① 企業における精尿病患者の実態に関する調査研究
② 就労と治療の両立・職場復帰支援(糖尿病)ガイドラ
インに関する研究・開発

Oが ん分野
① 主治医・産業医・企業を対象としたがん罹患勤労者
の実態調査研究

② がん罹患勤労者の職場復帰に必要な能力の回復
度の判断指標となるクリニカルスコアの研究・開発
③ 患者・医療提供者・企業が患者の治療経過、回復
状態等の情報を共有し、各がん罹患勤労者の復職
のためのプログラムを作成するためのクリニカルバ

スの研射 開発  ́  ……    …
O共 通
がん等勤労者の罹患率の高い疾病の治療と就労の

両立支援に係る社会的効用とコストパフォーマンス

測定に関する研究

が
ん
０
泊
療
上
■
量
西

ｒ
両
立
支
洒
百
自
け
て

一

　

　

　

　

ギ

1)「勤労者医療研究 1」 :外部有識者を招き、がん罹患勤労者の治療と就労の両立支援のあり方と費用対効果について行つた

パネルディスカッション(2010年 1月 8日開催)の内容、及び、主治医・産業医・企業を対象としたがん罹患勤労者の実態調
査結果をまとめた報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構本部、2009
2)「勤労者医療研究2」 :上記報告書の内容を受け、患者団体代表、患者支援NPO代表、医療提供側代表、企業側代表、外部
有識者をパネラーとして招き、一般がん患者参加形式で2010年 3月 18日 開催した「第1回勤労者医療フォーラム」の内容、
及び、同フォーラムで取り上げられた課題に関する論文をまとめた研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構本部、
2010
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資料04-14

第 1期 (16年度～20年度)

労働災害による重度損傷

手に最大限の機能回復を

得るための研究

〔分野名〕
1 四肢切断、骨折等の職業性外傷

〔センター病院〕

燕労災病院

1)「職業性の挫滅損傷及び外傷性切断に対する再建術及び手術後の可動範囲拡大についての研究
・開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、職業性外傷研究センター、2008

2)冊子、上肢の重度障害に対する治療法についての調査研究と治療法の検討―受傷労働者の円滑

な職場復帰を目指して一(第2報 )、 独立行政法人労働者健康福祉機構、職業性外傷研究センター

2008

3)Pred:clngfunctiona:recovery and return to work after muti!atinghand iniu“ es:usefu!nessof hand

iniury severityscore.J Hand Surg 34A:880‐ 885′ 2009

4)AB:auth IIIb hypoplaslc thumb reconstructed wth a vascu:a‖ sed metaro― phahgealjoint transfer

:A case report with 28 years of follow up.Hand Surgery 14:63-68,2009

労災疾病等に係る研究 0開発及びその成果の普及の推進

第2期 :｀ _ゝ   Lノノ→     22年度 ～ 25年度
研究開発計画策定・第1期成果の普及   計画に基づき臨床データ等の集積、評価・分析、取りまとめ、普及

燕労災病院では多数の手指切断例の再接

着に成功しているが、受傷後5年以上経過し
た50例について
① 受傷時の重症度スコア(HiSS)
② 呼び出し時の機能回復の指標としての
玉井の評価基準

③ 職場復帰しているかどうか

について検討したところ、受傷時のH:SSから、

治癒後の機能回復の程度や職場復帰の可能

性について予測できることが判明した。同じ指
の再接着が出来ない場合には、「異所性再接

着」でも、同じ指を再接着したのと同じ手の機

能が得られることが明らかとなる。多数指切

断について、いつでも職場復帰が可能となる

再接着手術が出来る体制整備が必要。

第2期の研究テーマ

いつても、どの地域でも、多数指切断が発生した場合に、手指の再

接着手術を可能とするため地域の拠点病院に手の外科専門医を集
める連携体制整備の検討

第1期研究の成果物である手

指外傷に対するスコアリング
システムを活用したマイクロ

サージヤンの集約化による職

場復帰のための連携医療パ

スの研究口開発

切断指 (肢)再接着に関する

調査研究症例集の作成

原職復帰 職種変更 就労不能
受傷時の重症度スコアと職場復帰レベル

※重症度スコアは障害度がアップすると

点数が高くなり、職場復帰が難しくなる

松崎浩徳 :マイクロサージャリーによる四肢組織欠損の再建法について、三条労働

基準監督署勉強会、三条市、2010年2月 26日  他 1件
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資料 04-15

第 1期 (16年度～20年度)

1)「早期職場復帰を可能とする各種疾患に対するリバビリテーシヨンのモデル医療の研究
。開発、普及」研究報告書、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤労者リハビリテーション

研究センター、2008           .
2)冊子、早期職場復帰を可能にするリハビリテーションのモデル・システムの研究開発―脳血管障害就労者の早期職場復帰を目指して一、独立行政法人労働者健康福祉機構、勤
労者リハビリテーシヨン研究センター、2008

3)職場復帰のためのリハビリテーシヨンー脳血管障害者の退院時における職場復帰可否の要因一、日本職業・災害医学会会誌 56:135‐ 145、 2008

4)脳卒中患者の復職における産業医の役割―労災疾病等13分野医学研究・開発、普及事業における「職場復帰のためのリハビリテーション」分野の研究から一、日本職業・災害医
学会会誌 57:29‐ 38、 2009

5)Determinantsofearivreturntoworkafterfirststroke:n Japan.J Rehabil Med Preview42:1-5,2010

豊永敏宏 :勤労者医療における「就労」の課題―治療医と産業医の役割、福岡県産業医認定研修会、福岡市、2009年 11月 18日  他 2件

労災疾病等に係る研究・開発及びその成果の普及の推進

第2期 :ゝ
研究開発計画策定・ 計画に基づ 、取りまとめ、普及

早期職場復帰を可能とする

各種疾患に対するリハビリ

テーションに関する研究

〔分野名〕
12職場復帰リハビリテーション及び勤労
者の罹患率の高い疾病の治療と職業の

両立支援 (リハビリ)

〔センター病院〕

九州労災病院

脳血管障害の症例

職場復帰群  104例
職場復帰不可能群  247例
を対象に、職場復帰を可能とする要因の検討を行つた。

① 上位の役職の症例のほうが復帰例が多い。

② (1)リハビリ開始までの期間が短いほど

(2}入院までの期間が短いほど

(3)在院日数が短いほど

(4}リハビリ開始時及び退院時の食事、移動などの機能

(Batthd index)や全身状態 (Modned Ranttn Sca!e)が 良いほど

(5)退院時の認知度が高いほど

{6)MSWとの面接開始の時期が早いほど

職場復帰例が多いことが明らかとなる。

これらの結果から、リハビリ開始時、身体機能をチェックすることにより

退院後の職場復帰の予測が可能となつた。主治医と職場との協力体

制を構築し、入院時から、主治医が職場と連絡を取り、情報を伝えるこ

とにより、職場復帰を今よりも促進することが可能と考えられる。

第2期の研究テーマ

職場復帰率を向上させるため、MSW等を
介した主治医と職場との連携体制の確立に
よる、リハビリテーションのモデル医療の研
究“開発、普及

リハ開始時のBatthd indexの 職場復帰

例と職場復帰不可例との比較

※Batthd !ndexは 機能が保たれて
いる方が点数が高く職場復帰例が

多い。
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資料05-01

評価の視点
0中期目標期間中に、勤由者の過労死予防対策の個別又は集団指導が延べ76万人以上実腱 れたか

O中期目標期間中に、勤蘭者のメンタルヘルス不期肝防対策の動労者心の電話相談が延べ11万人以上、鵬雷会が延バ1万2千人以上実施静 たか
O中期目標期間中に、勤労者女性に対する保健師に掲 生活指導が延べ笏 人以上実施されたか

健康障害等の推移

資料出所 厚生労働省職業病認定対策室調

過労死予防対策

労
災
疾
病
等
１
３
分
野
研
究
、
共
同
研
究
等
成
果

① 個別指導
O医 師・保健師・管理栄養士・理学療法士自
② 集団指導(講習会)
0疾 病に関する予防、症状改善を目的とし1

21年度目標指導人数

152,000A以 上   ■  159,308人

メンタルヘルス不調予防対策

勤労者の仕事に関する悩み、不安へのアル イ`ス

① 専門の医師・カウ光 ラーによる「電話相脚、「卜ヽ相談」、「対面型カウカ リング」

雪機さ__|_iF吸智とフ
② メンタルヘルスに関する勤労者向け・管理者向け講習会の実施

21年度目標参加人数

2,400人 ■     21,135人
③ 専門の医師等による職場訪間型職場復帰支援(21年度新規実わ

勤労女性の健康管理対策

女性が安心して働くために医療面から医師、保健師が更年期障害、月経不順等につい

てのアド′`イス        21年度目標指導人数      21年度指導入数実績
4,000人     '   4,415人

「女性医療フォ→ ム」平成21年9月 12日 開催

資料出所 厚生労働省定期健康診断結果調べ

こ係る労災認定件数の推移
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資料出所 厚生労働省「働く女性の実情」付属統計表



資料 05-02

評価の視点
指導・相談の質の向上を図る観点から、最新の予防法の情報
収集等が行われ、指導・相談業務等に活用されているか

メンタルヘルス不調予防対策

○職場賄間型職場復帰支援の実施こ重夢フ

職場を訪問し産業保健スタッフと協同でメンタルヘルス

不調者の職場復帰支援を実施

指導・相談の質の向上

:Web上 で指導ツールシずIT言言言言
「「
:言:]言軍7重

多7
→勤労者予防医療センターの120名以上のスタッフが第1期研究成果で得た効果的指導
ツールをWeb上で共同作成し、講習会等で使用するシステムを開発して活用

職種別エクササイズDVD「 Prevention(予 防)」 を作成普及ご≠2
→事務系、製造系t運輸系、看護介護系の職種を対象にした、仕事の合間にできる簡単な
エクササイズを動画で紹介しており、タクシー会社、運送業者、介護施設、VDT作業の会社
などで活用

各都道府県

産業保健推進センター

(47ヶ所 )

鳥
/・

1´ニタ:・ ″:

。「禁煙サポートセミナーJ(10回 )
・保健指導担当者のための「結果につな
がる効果的な保健指導」
・「働く人のメタボについて」 等を講演

勤労女性の健康管理対策

○女性医療フォーラムの開催
目的 :働く女性の健康サポート
平成21年 9月 12日 に釧路にて開催
※ 参加人数 458名
(20年度 211名 )
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資料05-03

評価の視点  勤労者の利便性の向上を図るため、指導・相談等の実施時間帯の設定が配慮されているか

・時間外や休日に指導
して欲しい f

・職場でやって欲しい f

■、 二 __´ ご

ヽ

プ

√

ヽ

プ  
……"木
＼

「 21年度利用者満胸
∫

√

ぶ

　

・

竃

ヽ

＼

91。 8%ガ

○時間外、休日等の指導・講習会の実施

勤労者の利用しやすい時間外、休日に指導口講習会を実施

平成21年度時間外、休日の指導0講習会等

指導人数 延べ 42,064人

時間外、休日等の指導人数の推移

50000

40000

30000

20000

10000

0
指導人数 延べ   34,773人

○企業・地域イベント等への出張による指導・講習会

勤労者のニーズに応えるため、企業に直接出向く、または地域の健康促進イベ

ント等への参加・共催による指導・講習会の実施

平成21年度出張による指導・講習会等

指導口参加人数 延べ 49,166人

平成20年度    ″
指導・参加人数 延べ  47,748人

80.0%以上の評価を得る

＼
な __瞥 〆

プ



資料05-04

指導・相談の質の向上を図る観点から、最新の予防法の情報収集

等が行われ、指導・相談業務等に活用されているか

ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
を
踏
ま
え
た
新
た
な
調
査
研
究
を
実
施

職場における生活習慣病予防対策の

指導効果を明らかにする調査研究

メンタルヘルス不調者の職場訪間型

職場復帰支援に関する調査研究

神奈川県受動喫煙防止条例が職場における

非喫煙従業員の健康に及ぼす影響の研究

●職場環境測定′従業員の暴露測定調査の実施

●神奈川県の施策前後の健康変化を調査研究

※関東・東京労災病院勤労者予防医療センター

●メンタルヘルス不調者の復職の促進と再発防止

を図るための研究を実施

⇒休職者2フ名に対し122回の復職支援を実施
復職した15名に対し130回のフォローを実施
⇒職場訪間型職場復帰支援の構築と試行
⇒専門家育成教育プログラムを研究開発する

※横浜労災病院メンタルヘルスセンター

●指導前後にアンケート調査、血液検査の解析

を実施

⇒指導の効果を客観的に明らかにする
⇒効果的指導法の確立

※北海道中央労災病院勤労者予防医療センター

各労災病院勤労者予防医療センター (部)における指導等へ反映

●指導用の間診に職場でのストレスに関する項目を追加  ●職種別体操DVDを用いた運動指導
●メンタルヘルス不調者への職場訪間型職場復帰支援 など



資料05-05

評価の視点  メンタルヘルス不調者への職場復帰支援体制が整備されているか

更に企業のニーズに応えるため

職場復帰支援の段階的予防を試行
●支援対象者 47名 (休職者含む)

一次予防 一般職・管理職を対象に メンタルヘルス教育研修5回実施

管理監督者に15回面談、産業保健師等スタッフサポート123回実施
情報は毎回企業の産業医及び保健師に報告

二次予防 休職していないメンタル不調者20名にカウンセリングによる指導・

相陸 フ5回実施

情報は毎回企業の産業医及び保健師に報告

二次予防 休職者27名に122回の復職支援を実施
復肥 た15名に復職後のフォローを130回実施

情報は毎回企業の産業医及び保健師に報告

①『職場訪間型職場復帰支援」体制を整備
・横浜労災病院勤労者メンタルヘルスセンターに専門スタッフを配置
専門医師(専任)1名 、臨床心理士(専任)2名 、心理カウンセラーl専任)2名 、事務員{兼任)1名

② 専 門 スタッフを企 業へ派遣 し、支援活動を試 行 的に実施
・全職員を対象としたメンタルヘルス教育研修   '
・メンタルヘルス不調者・休職者に対して職場訪間によるカウンセリングを実施
・産業保健スタッフ、労務管理者との連携及び支援

メンタルヘルス不調に関する請習会

21年度実績  延べ21,135人 /214回
(平均18回/月 x平均約100人 )

21年度計画  延べ2,400人 ノ48回
(計画内訳 4回/月 X50人 )

講習会の開催依頼が後を絶たない

①事業場内専門職のマンパワー不足
②具体的な取組み方法が分からない

③医療機関との連携方法が分からない

①職場におけるストレスの増加

(労働環境の急激な変化)

②自殺者数の急激な増加
(平成10年以降12年連続3万人超)
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医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営状況 資料 06-01

評価の視点

○ 四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に対するチーム医療の推進及び職業リハビリテーションセンターとの連携等により、医学的に
職場 。自宅復帰可能である退院患者の割合が80%以上確保されたか.
○ 外傷による脊椎・せき髄損傷患者に対するチーム医療の推進及びせき髄損傷者職業センターとの連携等により、医学的に職場 。自宅
復帰可能職業復帰可能である退院患者の割合が80%以上確保されたか。
○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターにおいては、患者満足度調査において、それぞれ 80%以上の満足度を確
保したか。

1.医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の割合(社会復帰率)及び満足度

他の医療機関においては対応が困難な重度の四肢・脊椎の障害者、中枢神経麻痺患者、外傷による脊椎 。せき髄損傷患者等で、全身管理
が必要な患者を対象として、広く全国から患者を受け入れている。
◆医療リハビリテーショカ″―:10都道府県から患者を受け入れており、リハビリ治療患者全体の約32%が県外からの患者である。

患者毎の障害に応じたプログラムの作成 (残存機能に応じて職業復帰、復学及び家庭復帰等をゴールに設定し、リハビリテーション
の評価、患者毎のプログラム改良及び退院後のケアの実施)               .
患者の状況に応じた職場復帰等支援 (在宅就労支援プログラム等の実施、退院前の家庭訪間による環境評価及び三次元コンピュータ
グラフィックスによる住宅改造支援の実施、車いす 。関連機器の改良等)
三度の障害や併発する疾病に対した複数診療科医師、看護師、リハビリテーション技師、栄養士、MSW等 によるチニム医療の提供
退院後のQOLの 向上に資するため、MSW等 を中心に患者の状況に応じた他医療機関への紹介、在宅就労の支援等を積極的に実施

ヽ
―
―
―
ノ

四肢脊椎障害者、中枢神経麻痺患者等の全身管理が必要な患者に
特化して、職場。自宅復帰の促進を図ることを目的とし、診療、リハビリ
―ション及び退院後のケアまで一貫して実施

○社会復帰率
84_ 8%(21年 度 )

〇患者満足度
90_ 2%(21年 ln

80.4%(20年 度)

84.5%(20年 度)

せき髄損傷者等の全身管理が必要な患者に特化して、職場。自宅復帰
の促進を図ることを目的とし、受傷直後の早期治療からリハビリテーショ
ン、退院後のケアまで一貫して実施

○社会復帰率
80_ 7%(21生 庁ゝ

○患者満足度
83_ R%`,1生 慮ヽ

84.8%(20年 度 )

85。  6%(20年 度 )

2.連携の強化

吉備高原医療リハビリテーションセンター

(労福機構)
国立吉備高原職業リハビリテーションセンター

(高障機構)

合同カンフアレンス等を通じた連携

効率的・効果的なリハビリテーションの評価を行い、
患者毎のプログラムの改良・退院後のケアの実施
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脊損患者の社会復帰まで ～総合せき損センターでの例～ 資料06-02

O関節可動域訓練
O呼吸訓練
○排痰訓練
○徒手筋力増強訓練

*舌と唇でテレビと *口に旺えて
呼出装置を操作  キーボードを操作

OMSW等多職種による入院から社
会復帰後までの一環したサポ=ト
*退院前家庭訪間による環境評価を踏
まえた在宅就労支援
*職場、学校、福祉機関等との復帰に
向けた打合せ、自立支援の実施
*自動車運転教習等の指導・支援

*社会復帰した

山本 浩之 氏

北京パラリンピック

車いすマラソン代表

○ピアサポート

社会復帰
(退院→自宅等へ)

0基礎体力増強訓練

0起立訓練    0床 上動作訓練
*シャワーキャリーを
使うことで高位の

頸損者も坐位で

排便が可能

*車椅子から台への

*車椅子で段差を
降りる練習

O排尿・排便訓練

*プッシュアップの練習

○車椅子訓練

*靴の脱着

○肺合併症、褥癒(床ずれ)の
予防を重点とする看護

*頻回な体位転換による
褥癒の予防

【社会復帰まで平均的期間】
O胸髄・腰髄損傷の場合
3か月～6か月
O頚髄損傷の場合
6か月～18か月
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資料07-01

リハビリテーション施設の運営業務

評価の視点

○ (数値目標)中期目標期間中の社会復帰率を30%以上にすること。
○「整理合理化計画等」 (平成 19年 12月 24日 閣議決定)を踏まえ、
′図りつつ、縮小 。廃上に取り組んでいるか。

労災リハビリテーション作業所については、在所者の退所先の確保を

1.社会復帰率の向上 (第2期中期目標は30%以上 )

具体的取組

○入所者ごとの社会復帰プログラム (社会復帰に関する
意向や本人の適正を踏まえ作成した社会復帰に向けた
指導方針)の作成

○定期的なカウンセリングの実施 (3か月に1回) 等

医1面再戻:二人あ最蘊 ]

取組結果

社会復帰率 33.6%

(20年度 32.6%)

労働災害(業務災害又は通勤災害)によりせき髄等に障害を受けた者で自立更生をしようとす

る者を入所させ、社会復帰に必要な生活・健康・作業等の管理を行い、社会復帰を支援するこ

とを目的として、労災リハビリテーション作業所を設置・運営している。

立行政法人整理合理化計画 (平成 19年 12月 24日 閣議決定 )

「在所者の退所先の確保を図りつつ、縮小廃止する。」

○千葉作業所の平成 23年度末廃止を決定

○退所先を確保し、 18名が退所

具体的取組

○平成 21年度から新たに導入した在所年齢の上限

(満 70歳)の定着に向けた取組

○高齢・長期在所者について、退所先の確保を図りつつ、

強力かつきめ細かな退所勧奨
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産業保健推進センターの活動

事業場の産業保健活動を担う産業医、衛生管理者、産
業看護職等の産業保健関係者に対する専門的技術や
ノウハウについての研修、相談、情報提供の実施、小規
模事業者等に対する助成金の支給により、事業場の産
業保健推進の機能が十分に発揮できるよう支援を行う。

産業保健の専門家、関係機関等のネットワークの形
成を推進すること:こより、地域における産業保健活動
推進の中核的役割を果たすとともに、産業保健水準
の一層の向上を図る。

資料08-01

′

相 談 員
0講
師

ノ

調査研究

専門的知見及び事例
の積極的活用

行政機関、医師会、労使団体、地域産業保健センター、大学医学部等

中
災病院
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地域の産業保健関係者に対する実践的かつ専門的な研修又は相談の充実

PDCAのサイクルによる研修内容の改善

資料 08-02

(1)研修実績の向上
O産薬医等に対する専門的研修 (21年度)

・実践的研修 :1,544回実施(20年度1,485回 )
4000

3500

3000

2500

2000

1,500

1,000

500

0
204度   21年度

O過菫労働及びメンタルヘルス対策に関する研修 (427回、受講者15,102人 )
0社会的関心の高い研修  日新型インフルエンザ対策研修の実施(63回、受講者3,283人 )

・アスペスHこ関する研修(59回、1,780人 )

哺跛 吼 9%→亜 麗 請
蔽 面 :轟滉 蕎 It若轟驀扇 I百あ訴而 (ル♂

~1:

:払 _E′ a工 曰 0                          :、
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― :1

(1)利用者ニーズを踏まえた研修テーマの選定

(2)実践的研修の拡充
事例検討、職場巡視のための実地研修、日―ル
プレイング等を取り入れた参加型の研修

(3)体系的な研修の実施

(1)ホームページ・メールマガジンによる研修案内

(2)インターネッHこよる研修申込及び受付

(3)研修ニーズを踏まえた開催地域・日時の設定
(休日日夜間の開催等)

.(2)研修内容等の改善の取組例
1利用者のニーズ、テーマや内容に応じて
,研修の開催地、収容人数、産業医の都合
:に合わせた土日・夜間の研修の設定等の
柔軟な対応を行つた。
.(休日日夜間研修会開催数765回 )

評

価

の
観

点

自産業保健関係者に対する研修が中期目標期間中に延べ1万7千回以上実施さ
れたか。(年度計画3千4百回以上)
・研修の利用者について、産業保健に関する職務を行う上で有用であつた旨の評
価が、80%以上確保されたか。
・利便性の向上を図るため、インターネット等を用いた研修案内、研修の申込受付
が行われているか。

2844

18年度
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地域の産業保健関係者に対する実践的かつ専門的な研修又は相談の充実
08-03

評
価
の
視
点

・産業保健関係者からの相談が、中期目標期間中に延べ7万2千件以上実施されたか。(年度計画1万5千件以上)
・産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス等の分野の専門家が確保されているか。
・相談の利用者について、産業保健に関する職務を行う上で有用であつた旨の評価が80%以上確保されたか。
・インターネット等による相談の受付、頻出の相談のホームページヘの掲載が行われているか。

メンタルヘルスに係る相談件数16,276件
(うち、メンタルヘルスに係る実地相談件数8,444件)

(1)相談体制の充実

・産業医学、労働衛生工学、保健指導等各分野の
専門相談員の確保

口過重労働・メンタルヘルスに関する相談員の充実
(556名 )

・メンタルヘルスに係る促進員による実地相談
(1614呂 )

(1)ホームページ、メールマガジンによるメール相談
の拡充

(2)研修終了時における相談コーナーの設置

__■■】車

相談実績の向上
0産業医等に対する専門的相談
0相談件数:26,042件

ユ

対年度計画173.6%(

相談件数の年度別推移
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|

産業保健に関する情報の提供その他の援助

評
価
の
視
点

0ホームページのアクセス件数を中期目標期間中延べ900万件以上得られたか。(年度計画150万件以上)
0産薬保健関係者に対し、ホームページ、メールマガジン、情報誌等により産業保健に関する情報の提供を行い、広く普及を図つてい
・事業主に対し、ホームページ等による広報、事業主セミナーが行われているか。
・地域の産業保健関係者のための総合情報センターとしての役割を果たしているか。

08-04

(1)産業保健情報誌
「産業保健21」の発行

(2)ホームページの全面リニューア

・最新のトピックスを頻繁に更新
(4,668巨l)
・情報を見易く、わかり易く記載
・法令、ガイドライン、各種報告
書等の記載情報の充実

(3)産業保健サービス情報の一元的提供
口産業保健に関する情報を体系的・網羅的にホーム
ページに記載し、提供

(4)積極的な広報によるイベント情報等の周知
・地元紙、関係機関の会報、機関誌等にイベント開
催情報等をプレス発表

(5)産業保健活動の活性化に資する調査研究の実施
と公表

GHS(化学品の分類及び表示に関する世界調
和システム)に対応した現場で活用し易い化学
物質取扱マニュアルの作成
―中・小規模事業場の作業者に向けて一

(神奈川産業保健推進センター)

ホームページアクセス件数:1,541,463件

こ 万件

対年度計画102.8%(年度計画150万件星
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資料09-01
小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及び自発的健康診断受診支援助成金の支給業務

小規模事業場産業保健活動支援促進助成金 :小規模事業場 (50人未満 )が共同で産業医を選任する費用を助成する制度

自発的健康診断受診支援助成金 :深夜業従事労働者が 自発的に健康診断を受診する費用を助成する制度

助成金に関する周知

【周知の取組】
①公的機関と連携して延べ1,329回 の周知
②延べ3,315事業場等に利用勧奨
③関係団体の発行する機関誌等に助成金に関する記事を掲載
④情報誌「産業保健21」に助成金に係る記事を掲載

価を踏まえた支給業務の見直し及び透明性の

①小規模事業場産業保健活動支援促進助成金の申請書のプレプリント化による審査業務の簡素化
②小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及び自発的健康診断受診支援助成金の申請時の書類整備による
支給審査の迅速化及び支給業務事務処理期間の短縮

手 続 き の 述 選 1じ 17■FJ電 18■F目電 19■E員雪 20■E員
『

21年度 申 IEll日 標

“

現`俣畢 票場圧 票休慨 盾剛夏残
′

促進助成 金
51日 47日 44日 44日 42日 40日 以 内

効果の把握等

1小 規模事業場産業保健活動支援促進
助成金利用事業場のアンケート調査
結果 (平成21年度 )
ア 効果
「従業員の健康に対する意識が変
わつた」「従業員への衛生・健康教
育が充実した」「従業員の健康診断
受診率が向上した」等役に立ったと
いう回答力'73.3%イ 満足度
満足、まあ満足しているという回答
が 61. 9%

2 自発的健康診断受診支援助成金利
用者のアンケート調査結果 (平成 21
年度 )
ア 効果
この制度を利用して「健康上の不安
解消 :こ役立った」という回答が
854%

イ 満足度
「リト常に満足している」「満足してい
る」という回答が77.1%

3 不正受給の防止等
ア Jヽ規模事業場産業保健活動支援促
進助成金事業場の実地調査を実施
した結果、不正受給 は認められなか
った。

イ 自発的健康診断受診支援助成金
申請書の様式に助成金 申請者の
事業場及び健診実施医療機関の
証明欄を追加し記載させることに
より、不正受給の防止を図つた。

評価の視点

中期 目標期間中に、申請書の受付締切 日から支給 日ま
での期間を原員りとして40日 以内とすること。

‐~皐
成ニギ準農皇覇再落占 ｀

中期 目標達成に向け着実に  な
短縮 (対前年▲2日 )

ヽ _ ___ __   黎  ォ       _    〆

手 続 き の 迅 速 化 17fF]重 18■F]臣 19fF]臣 20■
「
]臣 Zl■F]臣 中 Hll目 標

自発的健康診断受診支援助成金 24日 24日 24日 24日 21日 23日 以内

評価の視点

中期 目標期間中に、申請書の受付締切 日から支給 日ま
での期 Fn3を原員Jとして23日 以内とすること。 》 繹 瑚
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資料 10-01

未払賃金の立替払事業 1企業の倒産により未払いとなった賃金・退職金のうち、一定範囲を事業主に代わって支払う制度

評価の視点  壇馨菫8量塁見滞 ′l蒐彩ず習繁
=贄
Xl勇禦議箪舞難啓:震ぃるか

・立替払後の求償権の行使について、事業主等に対して通知されているか

目標を大幅に短縮 30日以内⇒ 23.3日 (過去最短 )
☆立替払処理件数は過去2番目に多い約68,000件
～ リーマンロショック等による世界的な経済不況が背景 ～

数値目標
30日 以内
の支払

具体的な取組

・年間50回の支払いを実施

・パンフレットの全面改訂 (図表を多用)

・立替払請求書等をパソコンで直接作
成できるようにホームページを刷新

・大型倒産事案担当管財人に対する
事前調整等の実施

立替払金の求償
代位取得した賃金債権について最大限確実な求償を図る

具体的な取組 ・求償を要する全事業所への通知
・法手続きに沿つた裁判手続きへの参加
・弁済状況の確認と弁済の履行督励、債務承認書の提出督励及び差し押さえの実施



資料 11-01

紳骨堂 (高尾みころも霊堂)の運営業務

1成2年
認 雅高慮勝

式の開催

鷺霊式における送迎用バスの運行

概  要

労働災害(業務災害又は通勤災害)による殉職者の御霊を合祀するため、高尾みころも霊堂を設置・運営している。
また、毎年秋に全国から遺族及び労使関係者を招いて産業殉職者合祀慰霊式(約700人参列)を開催している。

種黒異曇ぶ 霜電取魔翼彎
EJの結果、遺族等から慰霊の場としてふさわしいとの評価が90%以上

満 足 度 調 査 中期目標 90%以上

<調査結果>

対象 :慰霊式参列者
及び霊堂参拝者

43.096

41.1%

91. 8%
(前年度実績
91.3%)

非常に満足 In7%

調査内容
・慰菫式参列者のアンケー ト項目
■壼の雰囲気、清潔度、環境、

慰霊式の雰囲気、時期、時間、
職員対応、道路案内、総合満足度

。日々の霊堂参拝者へのアンケー ト項目
菫堂の雰囲気、清潔度、環境、
総合満足度

満足度の評価段階 (5段階)
ア 非常に満足
イ 満足
ウ どちらともいえない
工 不満足
オ 非常に不満足

改善事項
l          ｀

● 満足度調査を踏まえた改善事項

・慰霊式当日は高尾駅と霊堂間の送迎用バスを運行 (新規)し、
高齢者・障害者等に対するアクセスの改善を実現した。

●納骨堂

,納骨堂における空調機器の増設・AEDの設置 (新規)等による環境整備等
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資料 12-01

【平成21年度計画】
本部役職員と施設の管理者間の施設運営に関する協議、施設の経営分析に基づく指導の充実に併せ、経営方針について、職員アンケート結果に基づいた職員
への浸透度のフォローアップを行うとともに、バランス・スコアカード等の活用による経営基盤の確立に向けたマネジメント機能の強化に努める。さらに本部に設置し
ている経営改善推進会議において各労災病院の運営計画達成のフォローアップを行うとともに、これに基づく経営指導・支援を行う。

への浸透度のフォローアップ

運営の基本方針のポイント

安全で質の高い医療の提供を基本とし、必要な体制整

備を図るとともに、国費に依存することなく、将来にわたつ

てそれを支える安定的な経営基盤の確立を目指す。

運営の基本方針の周知徹底に向けた取組

◆ 運営の基本方針を全職員に配布することにより周知徹底
◆ 本部主催会議における運営の基本方針を踏まえた指示・説明
⇒院長会議及び副院長会議等において病院幹部及びスタッフ
に運営の基本方針を直接説明し、周知徹底
⇒各施設において具体的取組を実施するよう指示

職員の病院
運営に対す

る参画意識
の向上

I 内部業績評価制度の充実・強化

バランス,スコアカードeSoによる業務実績評価の仕組み バランス・スコアカーKBSC)の活用による経営基盤の確立に向けた本部と施設の連携

目標と戦略
の明確化

職員―丸と
なつた病院
運営の実現

事業叡 労災病院事業、産保センター事業、未払賃金立替払

事業等)
部門叡 各診療科、看護部門、事務部門等)
⇒《項目事例》
・財務の視点→ 経常損益の改善
・利用者の視点→ 満足度調査による患者からの高い評価
・質の向上の観点 → DPC対象病院の増
・効率1ヒの視点→ 一般管理費の削減
・組織の学習と成長の観点→ 職員研修の受講アンケート調

①財務、②利用者、③質の向上、④効率化、⑤学習と成長と
いう5つの視点に基づいて策定した行動計画を推進

上半期評価を下半期のBSCの進行管理に反映

①BSCの策定
◆個別病院との協議において
理事長他役員が病院毎の協
議で院長他病院幹部と翌年
度のBSCについて協議

②上半期評価
◆各施設の自己評価を踏まえ

｀`

担当理事が管理者評価を
行い、下半期における業務
改善に向けた取組を指示

③決算期評価
◆各施設の自己評価を踏まえ
担当理事が管理者評価を行
い、次年度における業務改
善に向けた取組を指示

①BSCの策定
◆院長及び事務局長を中心
とする経営改善委員会に
おいて策定し運営計画書と
ともに本部へ提出

②上半期評価
◆目標と実績の乖離を分析
することにより自己評価を
行い、下半期における業務

③決算期評価
◆目標と実績の乖離を分析
することにより自己評価を
行い、次年度における業務
改善策を示す
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資料 12-02

経営指導課 (平成16年度)

経営企画室 (平成17年度)

経営目標実現に向けた取組

経営指導・ 支援体制の強化

経営改善推進会議
(隔週開催)

【理事長を中心に】

労災病院の医師不足への対応

⇒「医師派遣制度」「労災病院群後期臨床研修医制度」

等に取り組んだ

上位の施設基準取得に向けた取組を指示した

職員賞与(期末手当)の O.25ヶ月分カット等

医療材料等の共同購入を実施した

DPC対象病院が19施設から30施設へ拡大したことに
伴い、新規対象施設に対し分析手法の指導を行つた

全病院を対象とした広報機能の強化を内容とする会議を
開催し、病院の情報発信能力の向上を図つた

臨時の経営改善推進会議を開催し、個々の患者数等の

経営指標を使用した分析を行い、分析結果に基づいた

指導・助言を理事長他役員から院長らに対して行つた

⇒ 経営改善の早期実現を図る必要のある病院の院長

に対して経営改善計画の策定を指示
⇒ 理事長他役員と各院長が個別協議を行い、課題を

明確化するとともに対応策について検討し、取組の

徹底を図つた
⇒ 進捗状況のフォローアップを実施

上半期の実績を踏まえた下半期の経営目標及び行動計
画の策定指示

予め理事長他役

員が、病院長ら
に対して医師確
保・収入確保・支

出削減の取組を
指示

運営管理体制の強化

経営分析指標に基づく病院の課題及び経営目標実現に向けた取組

経営企画課

(20年度)10病院 L′ (21年度)11病院

収 入 関 係

①医師の確保
→常動医師数(H20)1,767名 →(H21)1,773名

②患者数の確保(1日当たり)
・地域医療連携の強化に伴う入院患者確保
。長期休暇。年末年始時の救急受入体制の
充実
→新入院患者数 (H201659名 →(H21)662名
→紹介患者数 (H20)806名 →(H21)817名
⇒救急搬送患者数(H20)176名 →(H21)185名

③診療単価アップ
。新たな施設基準・高点数施設基準の取得
⇒入院診療単価
(H20)45,171円 →(H21)46,832円
→地域医療支援病院
(H20)12施設→(H21)17施設

⇒7対 1入院基本料
(H20)5施設→(H21)9施設

④買の高い医療の提供
・DPC対象病院
(H20)19病 院→(H21)30病院
⇒DPC制度への的確な対応

経営改善委員会の開催
【院長を中心に】

支 出 関 係

⑤適正な人員配置
・退職後不補充及びアウトソーシング
(事務職等)
・「労災病院間派遣交流制度(35名 )」等の活用

⑥人件費の抑制
。職員賞与(期末手当)の O.25ヶ月分カット等

⑦薬品費の縮減
・後発医薬品への切替 (△ 1,092百万円)
⇒うち共同購入での切替△165百万円
→うち病院単独での切替△927百万円

③診療材料費の縮減
・医療材料の共同購入実施(△ 75百万円)

⑨医療機器の共同購入
・医療機器の共同購入実施(△ 5億8千万円)

⑩一般消耗品の共同購入
。リバースオークションの実施
(競り下げ方式による電子入札)
⇒インクカートリッジ、トナー等を実施

(△ 13百万円)
⇒22年度は品目を拡大(複写機等)

(肖1減予定額△22百万円)

①コンサ′

"ン
睦 活用した病院情報

システムの安価な調達 (△ 60百万円)

・22年度はさらに9施設に対してコンサルの活
用等、導入費用の削減に向けた取組を実施

(削減予定額△4.6億円)
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主な取組

機構運営方針

BSC(ハ・ランス・スコ〕功―卜)

QC活動

リスクマネゾメント委員会

機構を取り巻く情勢、取り組むべき事項を職員に周知

職員全員が作成に参画。PDCAサイクルによるマネジメントシステムを実施
利用者からの意見、職員からの提案に基づきサービス向上、業務効率化を実現

業務活動におけるリスクについての分析、評価及び対応          
′

〔議ネな 賠=慧
履墳経皐瑠 鋼ぱ雲観禦載期山量霧

藉
司

資料 12-03

1  評価の視点  内部統制(業務の有効性及り増率性、財務報宣2信頼性、事業活動1手関わる法令等の連守等)に係る取組力く行われていなぶ。      |

基本的要素                          主な取組                          1 取組に

〔 統制環境 〕吟

〔リスクの識ル評価対応;El〉

〔 統制活動 〕⇒

〔情報と伝達 〕⇒

|モニタ:リング 〕⇒

取組による効果

:萎i蒙養::
: 法令の連守及び法令
:  違反行為の防止

: 経営改善への寄与 :

鸞蘭i
: 問題発覚時における
: 適切な取組の実施

: 効率的な業務連営の
:    実施
。ヽ."......● ●●●●●̈ "̈¨●●●●●●●●●●"「

法令連守

組織規程

経営改善推進会議
施設別病院協議

諸規程を整備し、法令違反行為を未然に防止

役職員の事務分掌、権限及び職責を明確化

経営状況を把握し、本部主導により経営指導や医師確保対策等を指示

グループウエア   ー
各種会議     一→

各種広報媒体   ~
国民(利用者)の意見

~

本部施設間で必要な情報を迅速かつ適切に伝達

施設長会議や研修会で情報伝達及び共有を図る     
°

対象者 (施設内・施設外)に対して必要な情報を分かりやすく提供

電子メールや患者満足度調査を通じて得た情報を積極的に取り入れ対応

日常的モニタリング

独立的評価

問題点の報告

経営状況、契約状況、BSCについて定期的に調査

業績評価委員会、監事監査、契約監視委員会等を通じて客観性、効率性等を確保

問題について理事会等で把握、検証し、速やかに改善に向けた取組を実施

テレビ会議システム

オータ
・
リンク
・
システム

電子カルテ

各種情報システム

一
一
一

効果的に情報共有を行い、経費削減に寄与

医療の質の向上と効率化に寄与

運用規約を整備し、ネットワークセキュリティの確保やウィルス対策の徹底を実施

〔   ICTへの対応   〕⇒
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労働者健康福祉機構における内部統制に資する主要な制度・体制等 資料 12-04

墨 不 嗣 晏 栞

目的
統制環境 リスクの評価と対応 統制活動 情報と伝達 モ■タリング

ICT(情報通信技術)
への対応

内部統制の確立による効果

業務の有効性及
び効率性

本

部

騰構運営方針
内部業績評価制度(BSC)

哩事会、院長会議、副院長
会議、看護部長会議

リスクマネジメント委員会
組織規程、経営改善推進
会議、施設別病院協議、
人員配置協議

『ろうさいフォーラム』
{内部広報)、 『勤労者医
療』『産業保健21』 (外部
広報)、 ホームページ、各
種研修会

業績評価委員会、監事監
査、監査員業務監査、契約
監視委員会、東織制度

未払賃金システム、人事シ
ステム、給与システム、財
務会計システム、事業統計
システム、グループウェア、
テレビ会議システム

こ営方針を策定し周知することに
より、機構を取り巻く情勢及び基
本的課題並びに取り組むべき事
項及び方向性について、職員の
は識が高まつている

3SCの活用により、各部門ごと
こ日標達成のための必要な取組
こついて、職員の理解度が深
まっている

施

設

騰構運営方針
力部業績評価制度 (BSC)

置営会議、幹部会、医局会、
旨護部師長会議、職場懇談
会

医療安全委員会、感染対策委
員会、医療安全対策マニュア
ル

経営改善委員会、労災病
院におけるリハビリテーション医
療実施要領、産業保健指
進センター業務実施要領、男
災リハ作業所運営規程

『院内報』、職場懇談
会、ホームページ、院内
目安箱、各種学会、伝達
研修

医療安全委員会、感染対策
委員会、患者サービス委員
会、真議制度、監事監査、騒
査員業務監査

オーダリングシステム、電子
カルテ、医事会計システム、
看護支援システム、栄養管
理システム、薬剤管理シス
テム、テレビ会議システム

のと口
諄ロ

報
頼
務
信
財

本

部

陵立行政法人会計基準、監
事監査規程、監査員業務監
査規程

リスクマネジメント委員会
会計規程、会計細則 会計・用度課長会議、会計

業務担当者会議

会計監査人監査、監事監
査、監査員業務監査、稟議
制度

グループウェア、テレビ会議
システム

材務諸表の作成に当たっては、
證事及び会計監査人の確認を受
ることにより、信頼性を担保して
ハる施

設
財務諸表照合表

会計規程、会計細則、診療
報酬等事務取扱要領

運営会議、経営改善委員
会、課内会議、伝達研修

会計監査人監査、監事監
査、監査員業務監査、施設
会計業務指導、稟議制度

グループウェア、医事会計
システム、テレビ会議システ
ム

本

部

職員就業規則、嘱託就業規
則、役職員倫理規程、監事
監査規程、監査員業務監査
規程

リスクマネジメント委員会

個人情報保護規程、セク
シユアメレハラスメント防止要
綱、医療法手続必携

各種研修会、医療安全情報
監事監査、監査員業務監
査、東議制度

グループウェア、テレビ会議
システム

コンプライアンスの推進その他内
部統制の向上に関する規程の整
賄、リスクマネジメント委員会活
動を通じた綱紀粛正の徹底を
国っている

事業活動に関わる
法令等の連守

施

設

倫理委員会、衛生委員会、治
験委員会、個人情報管理委員
会

医療安全委員会、感染対策
委員会、苦情処理委員会、
労災病院における診療情
報の提供に関する指針、院
内目安箱、伝達研修

監事監査、監査員業務監
査、施設業務指導、稟議制
度

グループウェア、テレビ会議
システム

資産の保全

本

部
監事監査規程、監査員業務
監査規程

監事監査規程、監査員業務
監査規程、機器等整備委員
会

リスクマネジメント委員会

会計規程、不動産管理細
則、物品管理細則

会計・用度課長会議、用度
彗繕業務担当者会議

監事監査、監査員業務監
査、稟議制度

資産保全システム
自物及び設備の老朽化を把握
′、適正な保全に努めている

施
設

営繕工事不具合状態調査要
領、保全台帳 採内会議、伝達研修

監事監査、監査員業務監
査、施設業務指導、菓議制
度

1 ) とは、

①業務の有効性及び効率性→中期目標に基づきより効果的に業務を遂行すること。
②財務報告の信頼性→財務報告及び非財務報告に係る情報の信頼性を確保すること。
③事業活動に関わる法令等の連守→法令その他の規範の連守を促進すること。
④資産の保全→資産の保全を図ることにより、資産の取得、処分を正当な手続及び承認の下で行うこと。

①統制環境→すべての者の統制に対する意識に影響を与え、他の基本的要素の基盤となるもの。
②リスクの評価と対応→障害となる要因をリスクとしてして識別、分析及び評価する一連のプロセス。
③統制活動→法人の長の命令及び指示が適切に実行するために定める方針及び手続。
④情報と伝達→必要な情報が識別、把握及び処理され、関係者相互に正しく伝えること。
⑤モニタリング→内部統制が有効に機能していることを継続的に評価するプロセス。
⑥ICTへの対応→あらかじめ適切な方針及び手続を定め、業務の実施において組織内外のICTに対応すること。
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一般管理費・事業費等の効率化

一般管理費(退職手当を除く。)については、人件費の抑制、施設管理費の節減を図り、中期目標期間の最終年度において、平成20年度の相当経費に比べて
15%程度の額を節減する。また、事業費(労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除く。)については、物品調達コストの縮減、在庫
管理の徹底、業務委託契約・保守契約の見直し等により、中期目標期間の最終年度において、平成20年度の相当経費に比べて10%程度の額を節減する。

資料 12-05

評価の   一般管理費(退職手当を除く。)及び事業費(労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除く。)の効率化について、中期目標を達成す
視  点   ることが可能な程度(一般管理費については毎年度3%程度削減、事業費については毎年度2%程度削減。)に推移しているか。

平成20年度
を起点として

[一般管理費]

5年間で
15%節減

[事 業 費]
5年間で
10%節減

20年度

<一般管理費>

191。 1億円

21年度単年度目標
3%を達成

<一般管理費>

184。7億円

3`4%節減

<事 業 費>

48.6億円

単年度目標
2%を達成

<事 業 費>

46.O億円

5。3%節減

<節減の主な取り組み>
<一般管理費>
。本部の指導による事務職員数の抑制、
期末手当支給月数 0.25月 カット、
期末・勤勉手当に係る管理職加算割合
のカットによる人件費の節減
。仕様の見直し及び競争入札の推進等に
よる業務委託費等の節減
・ リサイクル品の活用及びリバースオー
クションの活用等による消耗器材費の
節減              等

<事業費>
・安価な事務所への移転等による賃借料
の節減
・印刷物の見直し及び発注数量の精査等
による印刷製本費の節減
・追録書籍契約のとりやめ等による図書
費の節減
・冷暖房設定温度の見直し等による光熱
水費の節減
・競争入札の推進及び仕様の見直し等に
よる業務委託費の節減       等
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医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営費交付金の割合の維持
資料 12-06

医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営費交付金割合については、物品調達コストの縮減、在庫管理の徹底、業務委託
契約・保守契約の見直し等により、労災リハビリテーションエ学センター廃上に伴う業務移管によるものを除き、平成20年度の割合を超えない
ものとしつつ、医療水準の向上を図る。

評価の   医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運営費交付金の割合については、労災リハビリテーションエ学センター廃上に伴う
視  点   業務移管によるものを除き、中期目標の水準を維持するために必要な取組が行われているか。

労災リハビリ
テーションエ

学センター廃
止に伴う業務
移管によるも
のを除き

平成 20年
度の水準を
維持

運営費交付金
26百万円

運営費交付金
24百万円

<運営費交付金率維持の取り組み>
・診療収入の増等による自己収入の確保

・契約の適正化の推進等による医療材料費、保守料、業務委託費の節減

。医療水準の向上を図るため、老朽化した医療機器の計画的な更新     等

±0%
平成 20年度の割合を維持

平成21年度

交付金率 0.6%交付金率 0.6%

支 出
4,216
百万円

０
入
９
円
１
万

収

，百

４

支 出
4, 308
百万円

:収11:入■
4:■ 218:,3‐
|百万円|.
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資料 13-01
労災病院における経営基盤の確立① 〔独法移行後の推移〕

労災病院においては、勤労者医療の中核的役割を的確に果たしていくため、収支相償を目指してきたこれまでの取組を更に前進させ、診療体
制・機能の整備により無理なく自前収入による機器整備、増改築を行うことができるような経営基盤の強化を図るとともに、整理合理化計画及び
勧告の方向性を踏まえ、経済状況に関する事情を考慮しつつ、平成28年度を目途とした繰越欠損金の解消に向け、投資の効率化、人件費の
適正化その他の必要な措置を講ずること。

の
点

面評
視

労災病院については、中期目標期間中に計画的に経営改善を図るため、経営改善目標を策定し、その目標を実現するために適切な措置を講
じたか。また、その結果、世界的な金融危機に伴う厚生年金基金資産減少等の外的要因を除いた欠損金は、着実に解消に向っているか。

【損益の改善状況 (独法移行後の推移)】

平成19年度以降に発生したサブプライムローンや世界的な金融・
経済危機の影響による厚生年金基金資産の減少分に見合う費用
の増(平成20年度36億円、平成21年度49億円)を除いた医業活
動に限つて見れば、損益は20年度に比べ5億円改善し、経常損益
では黒字に転じるなど、着実に成果を上げている。
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資料 13-02
労災病院における経営基盤の確立② 〔21年度実績〕

平成 21年 度は、第 2期中期 目標期間の初年度に当た り、あらか じめ病院長 との個別協議 を重ね、機器整備等の投資的経費について も計画的な執行 を図る
とともに、 よ り効率的で活発な医療の提供 を呼びかけた。その結果、各病院の収支差合計 (現金ベース)は、機器整備等の投資前で 133億 円、投資後 にお
いても 33億 円を確保 した。
一方、損益 においては、平成 19年 度に発生 したサ ブプライムロー ン等の影響による厚生年金基金資産の運用利回 りの悪化に伴 う年金資産の減少相当額
を、退職給付費用 と して 24億 円を計上 (影響額 170億 円の うち平成 21年 度計上分が 24億 円)し たことに加えて、平成 20年 度においても世界的な経
済・金融危機の影響 によ り厚生年金基金資産の運用利回 りの悪イヒが加速 したことから更に 25億 円を計上 (影響額 177億 円の うち平成 21年 度計上分が 2
5億円)し、合計 49億 円の退職給付費用 を年金資産減少分に見合 う費用 として計上 した。
このため、平成 21年度の当期損益は、平成20年度の△43億円に比べて△51億円と、 8億円の悪化となったが、これら平成 19年度以降に発生した
年金資産の減少分に見合う費用計上を除いた医業活動に限つて見れば4億円の経常利益、△ 2億円の当期損失と、平成20年度の△ 7億円に比べて5億円改
善しており、医業活動上の努力は着実に成果を上げている。

平成 21年度実績

平成 20年 度 平成 21年 度
+78億 円

〇 医療連 携 強 化・上 位 施 設 基 準 等
・地域医療支援病院の取得

5病院 (計17病院 )
・DPCへ の移行

11病院 (計30病院 )
。一般病棟入院基本料 (7対 1)の取得

4病院 (計 9病院 )
。高度な手術・検査 。画像診断の増

用 +83億 円
●給与費
・賞与カット等による人件費の抑制
・医療の質の向上と安全のための医師及び看護師の増
。医師の処遇改善に伴う手当の増

●医療材料費
・後発医薬品の採用拡大等による減
・診療収入の増に伴う増

●経費
・燃料費及び光熱水費の削減
・印刷製本費及び通信運搬費の削減
・医師等謝金の増

■経常損益  △45億円

■臨時損益  △ 6億円

■当期損益  △51億円

■経常損益  △41億円

■臨時損益  △ 2億円

■当期損益  △43億円

平成 19年度以降に発生したサブプライムローンや世界的な金融・経済
危機の影響 による厚生年金基金資産の減少分に見合う費用の増 (平成 2
0年度 36億円、平成 21年度 49億円)を除いた医業活動に限つて見れ
ば、損益は20年度に比べて5億円改善し、経常損益では黒字に転じるな
ど、着実に成果を上げている。

■経常損益 △5億
■臨時損益 △2億

■当期損益 △ 7億

■経常損益  4億 円
■臨時損益 △ 6億円

■当期損益 △ 2億円
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資料 13-03
労災病院における経営基盤の確立③ 〔繰越欠損金の解消に向けて〕

評価の
視  点

繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性について評価されているか。当該計画が策定されていない場合、未策定の理由
の妥当性について検証が行われているか (既に過年度において繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の見直しの必要性
又は見直し後の計画の妥当性についての評価を含む )。
さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて評価が行われているか。

繰越欠損金については、平成 21年度末現在で 384億 円を計上 しており、その解消に向けては、今後、当期利益を継続的に確保 していく必要がある
が、平成 20年 度及び平成 21年度に欠損金を計上 した主な要因は、金融危機に影響された厚生年金基金資産の減少分の費用計上に伴 うものである。 し
たがつて本格的な繰越欠損金解消計画を策定するためには、今後の景気動向の見通 し、金融情勢の将来の見通 しを踏まえる必要があるが、平成 21年度
は医業活動に限つて見れば 4億円の経常利益、△ 2億円の当期損失まで改善 しており、平成 22年度は、診療報酬改定に伴 う大幅な増収や平成 21年度
の年金資産の運用実績の改善により退職給付費用も圧縮される見込みであり、今後とも医業活動を通 じた計画的な経営改善に加え、給与カープのフラッ
ト化による人件費の抑制効果も見込めることから、繰越欠損金の解消に向けて計画的な歩みを進めることができる見通 しである。

繰越欠損金の解消に向けた取組

国費に依存しない労災医療を支えるためにも、地域医療を含め活発な医療を展開するとともに以下の取組を実施する。

○上位施設基準の取得の促進等    ○医療機器の共同購入
〇給与カーブのフラット化       〇コンサルタント活用によるIT経費の縮減
〇一般競争入札の拡大       〇その他 (リバースオークションの活用等 )
〇後発医薬品採用拡大

当期利益の確保

繰越欠損金の
解消を′方チ

現時点における22年度の改善見込
・診療報酬のプラス改定による収支の改善額 50億円
・21年度の年金資産運用実績等の改善額 97億円
(22年度以降の7年間で毎年度約 14億円 )
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資料 13-04

《参考》「サブプライムローンの問題」等が平成 21年度以降の労災病院損益に与える影響について

※  国の厚生年金が支給する老齢厚生年金の一部を代行 し、かつ、それにプラスアルファーを上乗せ して「退職年金」として支給する
ことを目的とした制度。当機構の加入している「労働関係法人厚生年金基金」は昭和 53年 2月 に設立され、平成 21年度末時点
で、 26団体が加入 し、加入員数 25,693人 、年金受給者数 20,347人 となつている。

」については、「厚生年金基金※」を通じて、国債、株式等で資金運用を行つているところである
が、平成19年度に発生したサブプライムローン破綻による影響により、厚生年金基金の資金運用に係る実績運用率
が▲10。 9%と大幅に悪化したこと等による影響で、退職給付計算の予測値と実際値との間に、約170億円の乖離
が生じた。
これを平成20年度以降平成26年度までの7年間に亘り償却するため、平成21年度損益において、その影響額で
ある約24億円を前年度と同様、「退職給付費用(退職給付引当金への繰入額)」として計上している。
(2)更に、平成20年度には、世界的な金融日経済危機の影響を受けたことから、年金資産の実績運用率が▲19.9%
と大幅に悪化し、退職給付計算の予測値と実際値との間に、約177億円の乖離が生じた。
これを平成21年度以降平成27年度までの7年間に亘り償却するため、初年度である平成21年度損益において、
その影響額である約25億円を「退職給付費用」として計上している。
(3)この結果、平成19年度以降に発生した年金資産減少に伴う平成21年度の影響として、合計約49億円の
費用増となつている。

ライムローン破綻、平成20年度に発生した世界的な金融・経済危機等による影響額
として、平成21年度以降償却完了までの間で、約49億円/年の費用増が見込まれる。
(2)しかし、平成21年度において、年金資産の実績運用率が20.3%と大幅に改善し、退職給付計算の予測値と実際
値との間に、約97億円の乖離が生じた。
これを平成22年度以降平成28年度までの7年間に亘り償却するため、平成22年度以降償却完了までの間で、約
14億円/年の費用減が見込まれる。
(3)この結果、現段階で確定している影響としては、平成22年度以降償却完了までの間で、約35億円/年 (49
。 億円-14億円)の費用増が見込まれる。
(4)なお、今後の世界経済の動向が及ぼす厚生年金基金の資金運用への影響については、現段階では予測すること
ができないため見込んでいない。

- 58 -



くく参考〉〉 労災病院における政策医療の損益への影響について 資料 13-05

労災病院事業に対する財源措置 政策医療の特殊性

労災病院事業の運営に対する運営費
交付金の措置なし

労災疾病に係る政策医療も含め

全て自前収入で運営している

政策医療には採算性の伴わない機器・設備
等も必要

政策医療を行うためのリハビリ訓練棟、

高気圧酸素治療装置等労災特有の

建物・設備を保有するため減価償却

の負担が大きい

損益に影響

その他 (非公務員型独法であることによる)

労働保険に加入

事業主負担分の費用が発生

IVI

約γ 億円
(平成21年度 )

厚生年金基金に加入
(引 当金の計上が必要 )

サブプライムローン破綻、世界的な
金融経済危機等による年金資産減
少に伴う退職給付費用が発生

約49億円
(平成21年度 )
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人事に関する計画 資料 15-51~

評価の視点 軍窺釘管譲ξ夏翠慧農事粂照織 窪島識澪琥拒λげポストの導や、輸劉牲末まdこn■L

1 人事に関する計画 (年度別削減計画)

【平成 21年度計画】 運営費交付金を充当して行う事業に係る常勤職員数については、期首の職員数 (720人 )以内とする。

○ 交付金事業 (本部、産保センター、リハ作業所等)に係る常勤職員数

平成 16年度
800人

平成 21年度
720人

2人事交流による活性化

労災病院間の職員 (医師除く)の期間限定の交流制度
制度適用者数 30人

“

8年度)⇒ 33人‖9年度)⇒
労災病院間の職員 (医師除く)の転任制度
制度適用者数 18人 ‖8年度)⇒ 44人 (19年度}⇒

34人 に0年度)=)3

56人 に0年度)=〉 7

5人 {21年度}

6人 (21年度)

3 新たな人事施策の展開

役員の公募を実施 (平成21年度実績 :理事 2名、監事 2名 )

国家公務員の再就職者 3人 僣0年度)→ 2人 121年度)

①

②
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資料 16-01
業績評価制度による具体的な改善効果

【平成21年度計画】
業務の質の向上に資するため、内部業績評価に関する業績評価実施要領に基づき、機構自ら業務実績に対する評価を行い、翌年度の運営方針
に反映させるとともに、内部業績評価制度による業務改善の効果について検証しつつ、制度の定着を図る。
また、外部有識者により構成される業績評価委員会による業務実績に対する事後評価及び翌年度運営方針に対する事前評価を実施し、その結果
をホームページで公表するとともに、業務運営に反映させる。

労災病院事業BSC

謝嗽
外部の学識経験者等により構成
される業績評価委員会により業
績評価が実施されているか。

「本委員会の意見を基に、機構の責任に
おいて自主的な改善が行われることを期
待する。」
①効率的・効果的な業務の実施を通じ、国民
のニーズにより良く応えていくこと。
②地域での役割分担を見極めながら医療の分
業化を考えていく必要がある。
③患者数減、病床利用率の低下に十分配慮し
つつ、DPCの導入を図るべき。
④職員の資質向上を目的とした研修等の実施、
職員のモチベーション向上策を講ずるべき。

業績評価委員会

年2回開催 (平成 19年度～)
(平成 18年度までは年1回開催 )

委員(計8名 )【内訳】 学識経験者
労働団体代表者

経営者団体代表者

ビジョン :勤労者医療の中核的役割、運営の効率化と経営基盤の確立

利用者の視点

・経常損益の改善

※サブプライムローン等の影響による厚生

年金基金資産の減少分に見合う費用の

増を除く

【H20】         【H21】
△5億円 →  4億円
(対前年度比 9億円の改善)

・患者からの高い評価 (患者満足度調査)
「満足のいく医療が受けられた」との評価
【H20】 82. 50/0 -→  【H21】 81.896

(80%をキープ)
・病診連携医師からの高い評価
「有用な連携ができた」との評価
【H20】 76.8%→ 【H21】 77.9%

(1 1ポイント増)

効率化の視点質の向上の視点

・質の高い医療の提供

クリニカルパス策定件数

【H20】 3,619件 → 【H21】 3,731件
・DPC対象病院の増
【H20】 19施設 → 【H21】 30施設

・病院機能の向上

地域医療支援病院

【H20】 12施設 → 【H21】 17施設

がん診療連携拠点病院

【H20】 11施設 → 【H21】 11施設

・一般管理費の削減

【H20】△34%→  【H21】△3.4%
(対前年度比削減額 6.4億円)

・後発医薬品の採用率

(購入金額ベース)
【H20】6.5%→ 【H21】8.3%
(対前年度比 1.8ポイント増)

※23年度に15%の達成を目標

組織の学習と成長の視点

・職員の資質向上(職員研修受講後のアンケート調査における有益度)
【H20】 81.5%→ 【H21】 84.1% (2.6ポイント増)

・職員のモチベーション向上 (職員アンケート調査における職員満足度)
理念・基本方針への共感 【自20】 61.8%→ 【H21】 64.1%(2.3ポイント増)
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